
事業番号 168

産業廃棄物適正処理推進費 担当部局庁 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成10年度～ 担当課室 適正処理・不法投棄対策室

適正処理・不法投棄対
策室長

是澤　裕二

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名

4.廃棄物リサイクル対策の推進
４－４　産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処
理等）
４－５　廃棄物の不法投棄の防止等

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

廃棄物処理法第４条第３項及び第４項、第16条、第21
条の３並びに第24条の５　等

関係する計画、
通知等

産廃特措法基本方針－２

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

・都道府県等における不法投棄等の行為者等に対する責任追及や支障除去等の手法に関する助言等を行うこと
・産業廃棄物の不法投棄等の早期発見・早期対応等の体制整備により未然防止・拡大防止を図ること
・都道府県等において定期継続的な管理や必要に応じた措置を講ずるための仕組みを構築すること
等を目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　都道府県等における不法投棄等の行為者等に対する責任追及や支障除去等の手法に関する助言等を行う専門家チームの現地への派遣
による不法投棄等事案に係る現地調査・支障除去等対策の円滑かつ適正な実施の支援及び各地方環境事務所を拠点とした国の関係機
関、都道府県等、市民等と連携した合同の監視パトロールや啓発普及活動等を行う。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

24年度 25年度

0 0

計

補正予算 0

145 58

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 154 30 24

執行額 142 38 32

繰越し等 0 0 0

154 145 58 30 24

23年度

％ ― ―

執行率（％） 92% 26% 55%

24年度
目標値

（　　年度）

本予算は継続的に不法投棄等の未然防止対策等を実
施するためのものであり、定量的な成果目標を示して実
施するものではないため、成果目標を数値で示すことは
できない。

成果実績 ― ― ― ― ―

達成度

単位 22年度 23年度

―

―

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 22年度

―

―

24年度 25年度活動見込

―

(     ―   ) (     ―   ) (     ―     )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

本予算は継続的に不法投棄等の未然防止等対策及び
残存事案対策を実施ためのものであり、定量的な成果
目標を示して実施するものではないため、活動目標及
び活動実績を数値で示すことはできない。

活動実績

（当初見
込み）

―
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

活動指標

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

環境保全調査費 30 24

30 24

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （環境省）

計



○

○

所管府省・部局名

132

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

競争入札により、競争性を確保し、随時に業務の進捗状
況を把握し、必要に応じて指示を行った。不用分について
は当初想定されていた事業の実施がやむを得ず実施で
きなかったことに因る。

重
複
排
除

○

－
産業廃棄物の不法投棄等の早期発見・早期対応等の体
制整備により未然防止・拡大防止等を図るため、国自ら
が実施する。

本事業は不法投棄等対策に対する唯一の予算であり、類
似の事業は存在しない。

－

○

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効

性

都道府県等における不法投棄等の行為者等に対する責
任追及や支障除去等の手法に関する助言等を行う専門
家チームの現地への派遣等を行う等産業廃棄物不法投
棄等の未然防止等に努めることが出来、今後とも必要な
事業であると考える。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

備考

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－単位当たりコストの水準は妥当か。

141 124平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

関連する過去のレビューシートの事業番号

執行実績を踏まえて、事業内容の効率化を図り、概算要求額の縮減に努めるべき。

支出実績を勘案し、事業内容を精査することにより、概算要求額を減額。
縮
減

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 －

点検対象外

　産廃特措法についてはその期限が平成24年度末となっており、その期限を10年間延長する旨の改正法が平成24年８月10日に成立した。また、廃棄物
処理法に基づく基金による支援についても、平成25年２月に平成25年度以降の支援のあり方についてとりまとめを行い、引き続き、財政的支援を行って
いくこととなった。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

※小数点以下の端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

 都道府県等における不法投棄等の行為者等に対する責任追及や支障除去等の手法に関する助言等を行う
専門家チームの現地への派遣による不法投棄等事案に係る現地調査・支障除去等対策の円滑かつ適正な
実施の支援及び各地方環境事務所を拠点とした国の関係機関、都道府県等、市民等と連携した合同の監視
パトロールや啓発普及活動等を行う。 

環境省 

３２百万円 

Ａ．（公財）産業廃

棄物処理振興財

団１６百万円 

【一般入札】 

都道府県等における不法
投棄等の行為者等に対す
る責任追及や支障除去等
の手法に関する助言等を
行う専門家チームの現地
への派遣による不法投棄
等事案に係る現地調査・支
障除去等対策の円滑かつ
適正な実施の支援 

Ｂ．（公財）産業廃

棄物処理振興財

団0.9百万円 

【少額随意契約】 

特定産業廃棄物に起因す
る支障の除去等を推進す
るための基本的な方針に
関する検討会運営業務 

Ｃ．国際気象海洋（株） 

0.7百万円 

【一般競争入札】 

平成24年度全国ごみ不法

投棄監視ウィークに関する

各自治体、関係省庁実施

業務のとりまとめ 

Ｄ．（公財）産業廃棄

物処理振興財団 

6.8百万円 

【一般入札】 

都道府県等における不法投
棄等の件数・量、生活環境
保全上の支障等がある事案
の詳細等について実態調査
を実施するもの。 

Ｅ．事務費 

1.2百万円 

印刷費、借料費、
会議費、速記 

東北事務所

0.9百万円 

北海道事務
所 

0.5百万円 

関東事務所

1.5百万円 

中部事務所

1.9百万円 
近畿事務所

0.8百万円 

中四国事務所

1.1百万円 

Ｆ．（公財）産業

廃棄物処理振

興財団0.5百万

円 

管内自治体職員
向けに、不法投
棄等対策に関す
るセミナー（専門
家による講義等）
を実施するため
の業務 

Ｇ．（公財）産業

廃棄物処理振

興財団0.8百万

円 

各県及び政令市
等の産業廃棄物
対策担当者等を
対象に不法投棄
対策のためのセ
ミナーを開催する。 

Ｈ． 消耗品費 

0.1百万円 

消耗品購入費 

Ｉ．（公財）産業

廃棄物処理振

興財団 1.5百

万円 

「平成２４年度不
法投棄対策のた
めのセミナー」開
催に関する企画
及び運営等業務 

Ｊ．事務費 

0.5百万円 

消耗品等
購入・会場

Ｋ．（有）コ

レックス      

0.8百万円 

廃棄物行
政に関する
連絡会 業
務委託費 

Ｌ．（株）ス

ポットロン      

0.3百万円 

不法投棄
監視システ
ムメンテナ
ンス費 

Ｍ．（株）プ

レストーク      

0.4百万円 

不法等防
止対策うち
わ(デザイ
ン含）作成 

Ｎ．竹田印
刷（株）関西
事業部0.8百

万円 

平成２４年度
不法投棄等の
未然防止等対
策のための普
及啓発物品調
達業務 

Ｏ．きむら
工芸0.6百

万円 

不法投棄防
止看板の作
製 

Ｐ．(株)大
河原工芸

0.5 百万円 

不法投棄
防止ハンカ
チの作製 



計 0.0 計 0.0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.5 計 0.0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

1.5

費　目 使　途

A.（公財）産業廃棄物処理振興財団

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 不法投棄等事案対応支援事業費 16.0

計 0.0計 16.0

Ｉ.（公財）産業廃棄物処理振興財団

雑役務費 セミナー企画・運営経費

D.（公財）産業廃棄物処理振興財団

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 不法投棄等実態把握等調査事業費 6.8

計 6.8 計 0.0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

Ｆ.

Ｇ.

Ｈ.

Ｉ．

Ｊ.

Ｋ.

Ｌ.

Ｍ.

Ｎ.

Ｏ.

Ｐ.

1 竹田印刷（株）関西事業部
平成24年度不法投棄等の未然防止等対策のための普及啓発物品調達業
務

0.8 少額随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

落札率
1 （公財）産業廃棄物処理振興財団有）コレックス不法投棄対策に関するセミナー開催費用 0.5 少額随意契約 －

（公財）産業廃棄物処理振興財団不法投棄対策に関するセミナー開催費用 0.8 少額随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要
1

支　出　先 業　務　概　要

支　出　額 入札者数 落札率

支　出　額 入札者数 落札率

支　出　額 入札者数 落札率

少額随意契約

1 きむら工芸 不法投棄防止看板の作成 0.6 少額随意契約 －

4 （株）ジェイアール東日本ビルディング 会場借料 0.15 少額随意契約 －
会場借料 0.2 少額随意契約
会議資料印刷 0.3 少額随意契約 －

3 （一財）日本航空協会 －

0.05

2 （有）正陽印刷
0.3 少額随意契約 －

－

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

会場借料

落札率
1 （有）コレックス 廃棄物行政に関する連絡会 0.80 少額随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （公財）産業廃棄物処理振興財団

都道府県等における不法投棄等の行為者等に対する責任追及や支障除
去等の手法に関する助言等を行う専門家チームの現地への派遣による不
法投棄等事案に係る現地調査・支障除去等対策の円滑かつ適正な実施の
支援

16 1 99%

支　出　額 入札者数 落札率
（株）霞ヶ関東海倶楽部

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数

支　出　先 業　務　概　要
1

1 （株）三陽商会 バッテリー（不法投棄監視システム用）購入 0.16 少額随意契約 －
支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

1 （公財）産業廃棄物処理振興財団平成24年度不法投棄等実態把握調査事業 6.8 1 99%

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率
1 （公財）産業廃棄物処理振興財団不法投棄対策に関するセミナー開催費用 1.5 少額随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （公財）産業廃棄物処理振興財団
特定産業廃棄物に起因する支障の除去等を推進するための基本的な方針
に関する検討会運営業務

0.9 少額随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

1 国際気象海洋（株）
平成24年度全国ごみ不法投棄監視ウィークの取組予定事業等取りまとめ
等業務

0.7 6 35%

5 （株）五月商会 会議資料印刷 0.15 少額随意契約 －
6 （株）ミュージカルドッグスタジオ会場借料 0.1 少額随意契約 －

1 (株)プレストーク 不法等防止対策うちわ(デザイン含）作成 0.40 少額随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率
1 大河原株式会社 不法投棄防止ハンカチの作製 0.5 少額随意契約 －

－
3 （株）キクチ 消耗品購入 0.01 少額随意契約 －
2 （有）宮城事務販売 消耗品購入

4 （株）東日本広告社 表彰状揮毫 0.01 少額随意契約 －

1 スポットロン（株） 不法投棄監視システムメンテナンス費 0.15 少額随意契約 －
2 スポットロン（株） 不法投棄監視システムメンテナンス費 0.15 少額随意契約 －

2 アイラック愛知株式会社
使用済小型電子機器等回収制度の構築に向けたセミナー（愛知県産業労
働センター）　会場費

0.11 少額随意契約 －

3 県民ふれあい会館 廃棄物行政に関する連絡会　岐阜会場　会場費 0.10 少額随意契約 －
4 福井市地域交流プラザ 廃棄物行政に関する連絡会　福井会場　会場費 0.05 少額随意契約 －

5 金沢商工会議所会館
使用済小型電子機器等回収制度の構築に向けたセミナー（金沢商工会議
所）　会場費

0.03 少額随意契約 －


